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奈良県外国人観光客交流館運営管理業務公募型企画提案説明書 

 

 令和２年２月３日 

 

奈良県知事  荒井 正吾 

 

奈良県では、増加する外国人観光客の受入及びおもてなし環境の整備の一つとして奈良県外国

人観光客交流館（以下「交流館」という。）を設置している。交流館では、外国人観光客が安心

して快適に奈良県内に滞在できるよう、観光案内、物販、日本文化体験および宿泊などの機能を

整備している。 

 「観光案内」「宿泊」「日本文化体験」等施設の運営・管理を行う運営事業者（以下「運営事

業者」という。）を募集する。 

 

１．業務の概要 

（１）委託業務名 

  奈良県外国人観光客交流館運営管理業務 

（２）業務の内容 

①観光案内等業務 

②宿泊業務 

③日本文化体験等業務 

④観光事業者等もてなし力向上業務 

⑤交流館における共通業務 

⑥施設管理業務 

（３）業務の仕様等 

  （別記１）「業務仕様及び契約条件等」による。 

（４）企画提案の性格 

   本企画提案は公募型により実施する。なお本企画提案は、提案者独自の企画等の内容を評

価することにより、より業務処理能力の高い受託者を選定するものである。 

（５）委託上限額 

  ４９９，１２５千円 

   ただし、３年間の委託上限額の総額とし、各年度の委託上限額は、以下のとおりとする。

なお、令和２年度以降の歳入歳出予算において委託料が減額されたときは、県は契約を変更

又は解除できる。 

   令和２年度  １６６，３７５千円 

   令和３年度  １６６，３７５千円 

   令和４年度  １６６，３７５千円 

（６）委託期間 

 契約日から令和５年３月３１日まで。 

 

２．参加資格 

  単体もしくは複数の事業者等により構成される共同企業体 

（１）単体の場合 

  次に掲げる要件をすべて満たしているものとします。 

①地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項各号の規定に該当して
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いない者であること。 

②会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項又は第２項の規定による会社更生

手続開始の申立て（同法附則第２条の規定により、なお従前の例によることとされる会社更

生事件に係る改正前の会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）第３０条第１項又は第２項

の規定による会社更生手続開始の申立てを含む。）をしていない者又は申立てをなされてい

ない者であること。ただし、同法に基づく更生手続開始の決定を受けた者については、更生

手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者とみなす。 

③平成１２年３月３１日以前に民事再生法（平成１１年法律第２２５号）附則第２条による廃

止前の和議法（大正１１年法律第７２号）第１２条第１項の規定による和議開始の申立てを

していない者であること。 

④平成１２年４月１日以降に民事再生法第２１条の規定による再生手続開始の申立てをしてい

ない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法に基づく再生手続開始の決

定を受けた者であっても、再生計画の認可の決定を受けた者については、再生手続開始の申

立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者とみなす。 

⑤奈良県競争入札参加資格者名簿において「Ｑ７諸サービス」の「④旅行業」に登録している

者であること。（ただし、提案書提出時点において登録申請中であれば可とする。） 

⑥提案書の提出時点において、奈良県物品購入等の契約に係る入札参加停止等措置要領による

入札参加停止措置を受けていないこと。 

⑦暴力団（暴力団員による不当な行為等の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下

「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）でないこと。 

⑧暴力団又は暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）若しく

は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にある法人等でないこと。 

⑨上記⑦及び⑧並びにそれらの構成員（以下「暴力団等」という。）の利益となる活動（暴力

団等と取引をし、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団等の維持運営に

協力し、又は関与することをいう。以下同じ。）を行う法人等でないこと。 

⑩役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに支店又は営業所の代表者、その

他の団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者、個人にあってはその者及び支配人

並びに支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）が、暴力団等の利益となる活動を

行う法人等でないこと。 

⑪役員等が暴力団等と社会的に不適切な交友関係（相手方が暴力団等であることを知りながら、

会食、遊戯、旅行、スポーツ等を共にするような交友関係をいう。）を継続的に有している

法人等でないこと。 

⑫過去５年以内に JNTO（日本政府観光局）認定外国人観光案内所の運営実績があること。 

⑬過去５年以内に客室数 20室以上の宿泊施設の運営実績があること。 

⑭プライバシーマーク（ＪＩＳＱ１５００１準拠）認証取得事業者又はＩＳＭＳ（ＩＳＯ／Ｉ

ＥＣ２７００１／ＪＩＳＱ２７００準拠）認証取得事業者であること。 

⑮国または地方公共団体（協議会等を含む）が発注した、本業務と同種または類似の業務を過

去５年以内（平成２７年４月１日以降の期間）に受託し、履行した実績を有すること。 

（２）複数の事業者等により構成される共同企業体の場合 

  構成員すべてが、上記①～⑪に掲げる要件をすべて満たしているものとする。ただし、⑤に

ついては構成員のいずれかが「Ｑ７諸サービス④旅行業」に登録していればよいものとするが、

全構成員が入札参加資格者名簿に登録されていなければならない。⑫及び⑬については構成員

のいずれかが要件を満たしていればよいものとする。また、⑭及び⑮については代表者が要件

を満たしていればよいものとする。 

  なお、複数の事業者による共同提案を行う場合には、次の事項に留意すること。 
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 ア）必ず共同企業体の代表者を決め、全構成事業者等についても代表者名等を記載し、それ

ぞれの代表者印を押印すること。その際、代表者の印は契約時に使用するものと同一とす

ること。また、「特定委託業務共同企業体協定書（分担履行型）」（参考様式１）を下記

「９．問い合わせ先」の担当課へ参加申込書とともに提出すること。 

 イ）１事業者が複数の共同企業体に所属することはできない。また、共同企業体に所属しな

がら自らが単独で提案を行うことは認められない。 

 ウ）代表者及び構成員を変更することはできない。 

 

３．参加申込書 

（１）提出書類 

  ①参加申込書（様式１）           １部 

  ②参加資格調書（様式１－１）        １部 

  ③事業者の概要（様式任意）         １部 

  （事業者名、所在地、代表者、設立年月日、資本金、年間売上高、従業員数、主な業

務内容等の記載された書類） 

  ④委託業務共同企業体協定書（写）      １部 ※共同企業体で参加の場合 

  ⑤２（１）⑫、⑬を証する書類        １部 

     ※（例）案内所：JNTOからの認定通知書又は運営主体との委託契約書など JNTO認

定案内所であること、認定区分、運営実績及び運営時期が分かる書類の写し。 

         宿泊施設：営業許可書等運営実績、時期及び客室数が分かる書類の写し。 

⑥プライバシーマーク（ＪＩＳＱ１５００１準拠）登録証またはＩＳＭＳ（ＩＳＯ／ＩＥＣ

２７００１／ＪＩＳＱ２７００準拠）登録証の写し。ただし、企画提案書等提出時点にお

いて、認証取得申請済かつ取得見込みである場合は、申請済であることを確認できる申請

書等の写し。 

  ⑦類似業務受注実績（様式２）        １部 

（２）提出期限 

   令和２年２月１４日（金）正午まで 

（３）提出方法及び提出先 

持参若しくは郵送により提出すること。提出先は、「９．問い合わせ先」に記載のとおり

である。郵送の場合は提出先に事前に電話連絡のうえ、提出期限必着とし、提出先に提出書

類が配達された日時が証明できる方法によること。 

（４）「３．参加申込書」を提出した者のうち、資格が確認できた者に対しては、参加資格があ

る旨を、資格が確認できなかった者に対しては参加資格がない旨及びその理由を書面により

通知する。 

（５）参加資格がない旨の通知を受理した者は、通知日から起算して３日（土曜、日曜、祝祭日

を除く。）以内に、同通知書を「９．問い合わせ先」に持参して説明を求めることができる。 

（６）図面の閲覧 

   管理スペース等の詳細図面の閲覧を希望する場合は、令和２年２月１４日（金）正午まで

に「９．問い合わせ先」までその旨を連絡すること。後日県から閲覧日時を指定する。ただ

し、当該図面については今後実施する工事により変更となる可能性がある。 

 

４．企画提案書   

（１）提出書類 

①企画提案提出書（様式３）   原本１部 

②企画提案書（様式任意、サイズはＡ４、縦横自由） 原本１部、コピー８部 
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③委託業務実施体制（様式４）  原本１部、コピー８部 

④事業費見積書（様式５）    原本１部、コピー８部 

  様式５を参考に積算を行うこととし 1ヶ月毎及び 1年毎の内訳が分かるよう作成するこ

と。なお、各年度の見積金額は１（５）に定める各年度の委託上限額を超えないこと。 

⑤社会的価値関係書類（提出は必須ではないが評価の対象となる。共同企業体の場合は構成

員も提出すること。） 原本１部 

 ア）障害者雇用・・・ハローワークに提出した「障害者雇用状況報告書」の写し（従業員

50人以上の事業所）、または所定の様式に記入したもの（従業員 50

人未満の事業所） 

 イ）奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業登録等 

       ・・・「奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業登録証書」の写しまたは、

登録要件である取り組み内容を行っていることを証する書類（企業理

念等写し）（奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業登録HP 

 http://www.pref.nara.jp/4090.htm ） 

 ウ）保護観察対象者等雇用 

       ・・・所定の様式により、保護観察所が証明したもの 

⑥JNTO認定外国人観光案内所運営実績関係書類（３．参加申込書（１）⑤と同じであれば

提出は不要。ただし、奈良県内の運営実績、JNTO認定区分（カテゴリー）及び外国人観

光案内所の運営期間【県内外を問わない】が評価の対象となるため、それが分かる書類で

ある必要がある。）   原本 1部 

⑦宿泊施設運営実績関係書類（３．参加申込書（１）⑤と同じであれば提出は不要。ただし、

奈良県内の運営実績、国際観光ホテルの運営実績、宿泊施設の運営期間【県内外を問わな

い】が評価の対象となるため、それが分かる書類である必要がある。） 原本 1部 

⑧旅行業者登録簿の写し（第２種以上の区分での登録があれば評価の対象となる。） 

※（別記２）「企画提案書の作成について」に記載の項目毎に作成すること。 

※企画提案書については、提案者を判読できるような記載や用紙の使用は行わないこと。た

だし、原本の１部のみは、企画提案書の余白部分に企画提案者名を記載すること。 

（２）提出期間 

   令和２年２月１７日（月）から２月２６日（水）午後５時までとする。 

（３）提出方法及び提出先 

持参若しくは郵送により提出すること。提出先は、「９．問い合わせ先」に記載のとおり。

郵送の場合は提出先に事前に電話連絡のうえ、提出期限必着とし、提出先に提出書類が配達

された日時が証明できる方法によること。 

 

５．企画提案に係る質問及び回答 

（１）質問受付期限 

   令和２年２月１４日（金）正午まで 

（２）質問方法 

   ＦＡＸにより質問すること。送信先は、「９．問い合わせ先」に記載のとおり。質問する

場合は、必ず事前に電話連絡のうえ、公告時に奈良県ならの観光力向上課ホームページに掲

載する質問書（様式６）を使用すること。 

（３）回答方法 

   各事業者からの質問に対する回答は、奈良県ならの観光力向上課ホームページに掲載する。 

 

６．企画提案書の審査、受託者の選定及び結果の公表 
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（１）審査及び選定方法 

別に定める「奈良県外国人観光客交流館運営管理業務委託事業者選定委員会（以下「選定

委員会」という。）」により、下記（２）の審査項目等について採点を行うものとし、受託

者の選定方法は次のとおりとする。 

① 各委員の採点を合計した総得点が最も高い者を選定する。 

② ①の総得点が同点の場合、各委員の評価で１位が多い者を選定する。 

③ ②の１位評価が同数の場合は、見積価格の低い者を選定する。 

④ ③の見積価格が同額の場合は、委員長が高い評価をした者を選定する。 

⑤ ④が同評価の場合は、くじ引きで受託者を選定する。 

（２）審査項目等 

   （別記３）「審査対象項目及び評価基準」に基づき評価を行います。 

（３）プレゼンテーション等 

提出のあった提案書等について、プレゼンテーション及び質疑応答を実施する。なお応募

者多数の場合は、プレゼンテーション及び質疑応答に先立ち書類選考を行う場合がある。 

プレゼンテーション及び質疑応答は、令和２年２月２７日（木）に行う予定。時間等詳細

は、後日対象者に対して通知する。 

（４）審査結果等 

審査の結果については、受託者選定後速やかに書面にて通知する。なお、審査結果に対す

る異議申立ては一切認めない。 

（５） 当企画提案書でなされた有効な提案については、必ず実施すること。 

 

７．事業者との契約 

（１）上記６（１）により受託者として選定された者と、契約締結の協議を行うことになるが、

協議の結果契約締結の合意に達しなかった場合または受託者が取消しになった場合には、

その者との契約を行わず、審査において次順位の者と協議を行い、業務委託契約を締結す

る場合がある。 

（２）企画提案書、参加申込書その他に虚偽の記載をした場合は、当該業務の企画提案書等を無

効とし、契約締結後には、契約を解除することがある。 

（３）契約に係る損害賠償及び契約の解除については、奈良県契約規則（昭和３９年５月奈良県

規則第１４号）に定めるところによる。 

（４）契約締結後、契約の相手方が次のいずれかに該当すると認められるときは、契約を解除す

ることがある。また、契約を解除した場合は、損害賠償義務が生じる。 

① 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに支店または営業所の代表

者、その他の団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者、個人にあってはそ

の者及び支配人並びに支店または営業所を代表する者をいう。以下同じ。）が暴力団

員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）。以

下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であ

るとき。 

② 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）または暴力団員

が経営に実質的に関与しているとき。 

③ 役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、または第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団または暴力団員を利用しているとき。 

④ 役員等が、暴力団または暴力団員に対して資金等を提供し、または便宜を供与するな

ど直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、または関与しているとき。 

⑤ 役員等が、暴力団または暴力団員と社会的に避難されるべき関係を有しているとき。     
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⑥ 本契約に係る下請契約または資材、原材料の購入契約等の契約（以下「下請契約等」

という。）に当たって、その相手方が上記①から⑤のいずれかに該当することを知り

ながら、当該者と契約を締結したとき。 

⑦ 本契約に係る下請契約等に当たって、上記①から⑤のいずれかに該当する者をその相

手方としていた場合（上記⑥に該当する場合を除く。）において、奈良県が奈良県と

の契約の相手方に対して下請契約等の解除を求め、契約の相手方がこれに従わなかっ

たとき。 

⑧ 本契約の履行に当たって、暴力団または暴力団員から不当介入を受けたにもかかわら

ず、遅滞なくその旨を県に報告せず、または警察に届け出なかったとき。 

 

８．その他 

（１）説明書の承諾 

本企画提案に参加する者は、企画提案書の提出をもって、本説明書の記載内容を承諾した

ものとみなす。 

（２）言語及び通貨 

   契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

（３）提出書類の返却 

   提出された書類は返却しない。なお、この企画提案に係る審査以外には使用しない。 

（４）提出書類の追加、修正等 

   一旦提出された書類の差し替え、追加、削除は理由の如何にかかわらず一切認めない。 

（５）提案に係る費用負担 

   提出書類の作成、提出等に要する費用は提案者の負担とする。 

（６）提案者の失格事由 

   提案者が次の事項に該当した場合は、失格とする。 

    ①「２．参加資格」に定めた資格が備わっていないとき 

    ②提出書類の提出期限を過ぎたとき 

    ③本企画提案に対して、二以上の提案をしたとき 

    ④本企画提案に対して、自己のほか、他の代理人を兼ねて提案したとき 

    ⑤本企画提案に対して、二以上の代理人をしたとき 

    ⑥見積書の金額、住所、代表者氏名、印影若しくは重要な文書の誤脱、金額を訂正した

見積をしたとき、その他提出書類の虚偽の記載をしたとき 

    ⑦その他、提示した事項及び企画提案に関する条件に違反したとき 

 （７）提案者が手続期間中に入札参加停止措置等を受けた場合 

提出書類を提出後、契約締結までの手続期間中に提案者が入札参加停止措置又は奈良県

競争入札参加資格者名簿の登録が認められない等の事由に至った場合は、以後の本企画提

案に関する手続の参加資格を失うものとする。また該当する者が受託者として特定されて

いる場合は、次順位の者と手続を行う。 

 （８）提案者の辞退 

提出書類を提出した後に辞退する場合は、速やかに「９．問い合わせ先」まで連絡する

とともに、書面（様式７）により届け出ること。 

 （９）第三者への再委託 

特定された受託者は、本業務を第三者に委託又は請け負わせることはできない。ただし、

あらかじめ奈良県の承諾を受けた場合はこの限りではない。 

（10）令和２年２月議会において本業務に係る予算が議決されなかった場合は、本業務の手続

きについて停止等の措置を行う場合がある。その場合、奈良県は、手続きの停止等によっ
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て生じた損害を賠償する責任を負わない。 

 （11）採択された事業計画・事業提案は、県との協議等により、修正・変更を行う場合がある。 

 

９．問い合わせ先 

  奈良県 観光局 ならの観光力向上課 もてなし力向上係 

住 所 〒６３０－８５０１ 奈良市登大路町３０番地 

電 話 ０７４２－２７－８０５１ 

ＦＡＸ ０７４２－２７－１０６５ 

 


